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投稿論文

在宅介護者の選択に関する意思決定

ーホ}ムヘルプサービスに対する需要分析-※

大日康史申

国民生活基礎調査基本調査 ('86、'89、'92)の個票に基づいて在宅における要介護者の介護者を親族が行う

か、ホームヘルパーが行うかという分析を通じて、そのホームヘルパーの利用は通常の財・サービスと同じ意昧

での需要要因に基づいており、行政による福祉サービスの割り当てとしてのホームヘルプサービスではないこと

が明らかにされた。また、マージナル効果でその影響を測ると、所得水準が1%上がると O.03~1.4%ホームヘ

ルパーの利用率は高まる。また、公的介護保険がこうしたホームヘルプサービスもカバーし、自己負担が1割の

ケースではホームヘルパー需要が2.8~ 1.2倍に、自己負担が5割のケースでも 1.95~1.14倍増加することが明

らかになった。

キーワード老人介護、公的介護保険、ホームヘルパー、福祉行政サービス

1 はじめに

近い将来で、の公的介護保険導入を巡って、様々

な議論が行われ検討が進められているが、暗黙的

にその前提となっているのは「在宅介護は従来、

家庭で対応されてきたが、何らかの形で社会が担

うべきである」という発想である。その根拠とし

て、これから極端な高齢化社会を迎えるにあたっ

て、従来のように家族(主に女性)の無償の奉仕

(戦略的遺産動機を考えれば無償の奉仕ではなく

投資の一種と考えられるが)に頼って、それに甘

えるには余りに社会的に問題が大きく深刻である

という認識で、あったり、あるいはむしろ逆に生産

人口の相対的な低下をカバーするために、今まで

在宅介護に向けられていた家庭内労働力を家庭外

での労働に向けなければならないという考えがし
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ばしば挙げられる。現在の段階では公的介護保険

がどのような形をとるかは不透明であるが、いず

れにせよ今までの家庭内労働の市場化であること

には変わりない。例えば、介護手当の支給も労働

自身は家庭外に出るわけではないが、手当の支給

によっていわば家庭内労働の価格付けがなされる

ことを意味する。逆に、公的介護保険の充実によ

って民間の介護サービスの市場が形成されるなら

ば、介護という従来家庭内の労働で、あったものに、

市場におけるサービスが流入することになる。

本稿では多くの公的介護保険を巡る研究課題の

中でも特に在宅介護の場合における介護者の選択

(親族かホームヘルパーか)という問題に絞って、

マイクロデータを用いてその需要要因に関して分

析を行う。一般に、同別居を問わず、在宅での要

介護者の介護者は親族が圧倒的である。国民生活

基礎調査本調査の実施された各年 ('86、'89、'92)

で見てみると、ホームヘルパーを主たる介護者と
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している世帯の比率は0.87%，1.26%，1.80%ある

に過ぎず、圧倒的大部分が親族である九しかし

逆の見方をすればこの6年間にホームヘルパーを

利用している要介護者の割合は確実に延びてい

る。さらに、公的介護保険の導入に伴い、今後ホ

ームヘルパーを介護者とする在宅介護が急増する

であろう。本稿での推定結果を用いれば、非常に

ラフであるが、公的介護保険の設計と介護者とし

てホームヘルパーを選択する比率との関係をシミ

ュレートすることができる。

本稿での分析は従来、福祉における措置行政と

いう言葉に端的に表現されるように、福祉サービ

スの絶対的な供給不足を背景として、供給制約の

強度やサービスの割り当てがいかに需要側である

老人やその家族の行動に影響を与えるかという点

に問題意識が集中していた。確かに、このような

扱いは問題を極端に単純化でき、また現状の一次

近似としてはそれで十分なのかもしれない。しか

し、そこから公的介護保険導入後の福祉サービス

の市場化に対する合意を得ることはできない。な

ぜならば、当然に福祉サーピスが割り当てで決ま

っている場合需要側である老人やその家族の意思

決定は全く反映されないが、市場化されれば自ら

の意思によって選択することができるという違い

は、全く異なった行動を需要者にとらせることに

なる。つまり、制度が変更される場合に、従前と

同じ行動パターンを経済主体がとるという保証が

なく、そのために制度変更後の予測を変更前の行

動パターンから予測できないということは経済学

においては「ルーカス批判」としてよく知られた

命題である。公的介護保険に関しても同様のこと

が言えよう。

本稿ではまず、そうした福祉サーピスの供給制

約、割り当てという見方が在宅介護者の選択にお

いて妥当であるかどうかという問いから出発す

る。確かに、 98%以上の在宅要介護者において

親族が介護者になっているが、その事実をもって

福祉サービスの供給制約、割り当てという見方が

妥当であるとするのは短絡過ぎる。その98%と

いう数値はあくまでも平均的な姿ではあっても、

所得、資産、家族構成、年齢、健康状態等を考慮

に入れたものではない。要は、平均的な姿ではな

く、限界的なホームヘルプサービス需要関数を導

出することが必要であろう。別の表現をすれば、

国民生活基礎調査本調査における“ホームヘルパ

ー"という用語に、公的ホームヘルパーかあるい

はそれ以外の福祉サーピスとして地方自治体から

供給されていない私的ホームヘルパー(家政婦等)

かの区別は定義上無いが、ホームヘルプサービス

需要関数の導出はその峻別を意味している。もし、

それが全て公的ホームヘルパーを意味するのであ

れば、所得、資産といった経済的要因ではなく家

族構成、年齢、健康状態といった要因によってホ

ームヘルパーを主たる介護者とするであろう。つ

まり、老人独居世帯や同居親族がいても無業者が

いない場合に公的ホームヘルパーが主たる介護者

となるであろう。この場合は、導出された関係は

ホームヘルフ。サービス需要関数ではなく単に誰が

福祉サービスを割り当てられているかを示してい

るにすぎない。逆に、私的ホ}ムヘルパーが重要

であるならば、家族構成、年齢、健康状態といっ

た要因よりも、むしろ所得、資産といった経済的

要因が重要となる。介護需要が正常財であると考

えられるので、所得が増加すると介護需要が増加

し、それが親族よりもむしろ(私的)ホームヘル

パーへの利用という形で表されるであろう。この

関係はまさしくホームヘルプサービス需要関数と

呼ぶにふさわしいものである 2)。

基本的に家計の意思決定問題を分析するにあた

ってマイクロデータを用いることはきわめて重要

である。従来の研究の多く(例えば、医療経済研

究機構(1996)，中西・中山(1993)、中馬・山

田・安川 (1993))は都道府県別データを用いて

きた。そのような集計されたデータでは変数の種

類は豊富で、あっても、各家計が抱えている個別の

状況を反映することは不可能である。まず、その

家計に要介護老人がいるのかどうかすら不明であ

る。都道府県別データはそこでの平均的な家計の

姿しか描きだせず、その意味で明らかにマイクロ

データよりも a情報量的に劣っている。特に本稿の



ように、都道府県別データを用いて平均的には在

宅介護者としてのホームヘルプサ}ピスの選択と

いうきわめて例外的な事象を扱うことは、不可能

であるといえよう。まさに、本稿の研究はマイク

ロデータを利用して初めて行うことができるもの

である。

本稿は以下のように構成されている。本章で

は、従来の研究を介護需要という観点から広くサ

}ベイし、評価している。第2章ではまず仮説を

提示し、データ及び推定モデルについて説明する。

第3章では推定結果を紹介し評価する。結論を先

取りして言うならば、ホームヘルパーを主たる介

護者とする割合は所得の増加関数であり、その意

味では私的ホームヘルプサービスが重要であるこ

とが示唆される。また、その推定結果を用いての

公的介護保険導入によって(私的)ホームヘルプ

サ}ピスもカパ}されると仮定して、その需要の

伸びをシミュレ}トする。最後に、本稿のまとめ

と今後の研究課題についてまとめておく。

2 仮説、データ及び推定モデル

2.1仮説

介護者の選択において、親族とホームヘルパー

は背反しているので、以下ではホームヘルプサー

ビスに関してのみ仮説をたてる:l)。裏返せば、つ

まり最初からホ}ムヘルパーを介護者とする比率

を引けば、親族を介護者とする比率になる。

まず、ホ}ムヘルプサービスの需要要因を経済

学的要因とそうでない非経済学的要因の2つに大

別しよう。経済学的要因は、ホ}ムヘルパ}を通

常の財・サ}ピスの需要と基本的には同様である

という考え、そうした通常の財・サービス(例え

ば、ミカンやビール)の需要を決定する要因と同

じ要因である。具体的には所得、価格4)がこれに

当たり、資産効果が存在する場合には資産も含ま

れる ii)。こうした経済学的要因にもとづくホーム

ヘルプサーピスの需要は、文字どおり通常の財・

サービスと異なるところがないので、ホームヘル
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プサービスの類型的には私的ホ}ムヘルプサービ

スを表しているといえよう。

逆に、ホームヘルプサ}ピスを市区町村によっ

て供給される福祉という行政サービスであると扱

うならば、通常の財・サービスの需要とは根本的

に異なり、供給制約、割り当てが行われていると

考えられる。非経済学的要因は、その割り当てを

決定する要因であり、言い換えれば行政サービス

の緊急性を決める要因である。例えば、老人独居

世帯ゃあるいは同居家族があっても介護者がいな

いという介護に欠ける状況を表していると思われ

る変数がこれに当たる。具体的には、年齢、家族

構成、健康状態等がこれに含まれる。こうした非

経済学的要因にもとづくホ}ムヘルプサービスの

需要は、ホームヘルプサ}ピスの類型的には公的

ホームヘルプサ}ピスを表しているといえよう。

ただし、ある変数が経済学的要因と非経済学的

要因どちらに含まれるかという区分は明確ではな

い。例えば、行政サ}ピスとしての福祉において

ホームヘルプサ}ピスの利用に関して所得制限を

設けていたり、あるいはそこまでいかなくとも低

所得者優先という運営方針を持っていれば、所得

も非経済学的要因となる。ここで注意しておかな

ければならないのは、ある変数を経済学的要因と

非経済学的要因に大別することは意味が無くと

も、多くの場合経済学的要因としての効果と非経

済学的要因としての効果とでは、ホ}ムヘルプサ

ービス需要への影響の方向が異なるということで

ある。以下、変数別に具体的に影響の方向性につ

いて見ていこう。

まず、所得であるが、親族による介護が少なく

とも短期的には金銭としての報酬を伴わない労働

であることを考えれば、私的ホ}ムヘルプサ}ピ

スは正常財であると考えられる。したがって、経

済学的要因としての所得は、その増加に伴い介護

者を親族からホームヘルパ}へと代替させ、ホー

ムヘルプサービス需要を増加させる。他方、所得

が、私的ホ}ムヘルプサービスをはじめ各種の民

間サービスを利用する経済的能力として市区町村

に判断されるのであれば、所得に関して利用制限
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されたり、高所得者に対する優先度を低めたりす

ることが考えられる。したがって、非経済学的要

因としての所得は、その増加に伴いホームヘルプ

サービスを利用しにくくなる。

経済学的要因としての資産に関しては両方向の

効果が考えられる。ホ}ムヘルプサービス需要に

おいてもいわゆる資産効果が存在するのであれ

ば、資産の増加はホームヘルプサ}ピス需要を増

加させる。しかし、遺産という側面を考えると、

親族の方に戦略的遺産動機 (Bernheim，Shleifer 

and Summers (1985)， Ohtake(1991) ， Yashiro， Ii 

and Terasaki (1996))が生じる。つまり、要介護

者が資産を持っているとの、親族が戦略的遺産動

機に基づいて介護にやってくるわけである。もし

この効果が大きければ、資産の増加はホームヘル

プサービス需要を減少させる。この両方ともが経

済学的要因としての資産であるので、論理的に効

果の方向を確定させることはできない。逆に、非

経済学的要因としての資産の場合は明確で、所得

と同じ扱いを受ける。したがって、非経済学的要

因としての資産は、その増加に伴いホームヘルプ

サービスを利用しにくくなる。

年齢と健康状態に関しては、比較的年齢が若く

健康状態が良好で要介護の程度が低い場合には、

親族による在宅介護でも負担は相対的に低く、そ

のために私的ホームヘルプサービスに対する留保

価格は低くなる。そのために、親族による介護を

選択する可能性が高まる。つまり、経済学的要因

としては、要介護の程度が増すとホームヘルフ。サ

}ピス需要が増す。他方、要介護の程度はまさし

く市区町村が判断基準とする介護に欠ける状況そ

のものである。したがって、非経済学的要因とし

ても、要介護の程度が増すとホームヘルフ。サービ

スの利用がしやすくなる。したがって、要介護の

程度とホームヘルフ。サービス需要との関係におい

て、経済学的要因と非経済学的要因を効果の方向

性を区別することはできない。

また、 65歳未満の同居無業者の存在や自営業

者世帯の場合、非経済学的要因としては介護に欠

ける状況と判断されにくくなるので、ホーt.ヘル

プサービスが利用しにくくなる。しかし、経済学

的要因としてこれらの影響は考えにくい。ただ

し、親族による在宅介護が行われている世帯では

同居無業者が存在している可能性が高いという定

義上の関係に近い関係があるので、同居無業者の

存在がホームヘルフ。サービスの利用を低めたとし

ても必ずしも経済学的要因と矛盾するものではな

It¥。

また、例えば、高齢者一人当たり公的ホームヘ

ルパー利用日数といった公的ホームヘルプサービ

スの供給側の要因は、供給制約によって非経済学

的要因による需要を説明するが、経済学的要因に

よる需要とは無関係である。むしろ、公的部門と

民間部門の競合を考えられるならば、公的ホーム

ヘルプサービスの充実は私的ホ}ムヘルプサービ

スの需要を減少させるかもしれない。

本稿で検定する仮説は、ホ}ムヘルフ。サーピス

の需要が経済学的要因に基づいており、非経済学

的要因には基づいていないとするものである。も

し、この帰無仮説が棄却できなければ、少なくと

も以下の分析に用いるデータにおいてはホームヘ

ルプサービスは私的なものであり、その意味で通

常の財・サ}ピスと異なるところがない。これ

は、従来の老人介護が親族(特に専業主婦)かある

いは市区町村による福祉サービスによって担われ

ているとする考え方と真っ向から対立するもので

ある。

2.2 データ

本稿で使用するデータは国民生活基礎調査本調

査('86、'89、'92)の個票である。本調査は、世帯

票、健康票、所得・貯蓄票からなる。世帯票と健

康票は同じ世帯、世帯員に対して調査されている

が、所得・貯蓄票は世帯票と健康票の調査対象世

帯の約1/6を対象として調査されている。した

がって、世帯票、健康票と所得・貯蓄票は標本数

が異なることに注意しなければならない。

また、同時に行われている世帯票、健康票、所

得・貯蓄票を世帯、世帯員に関して照合させるこ

とは可能であるが、異時点間では不可能である。



また、調査は都道府県内の地域を任意抽出し、そ

の地域内の全世帯に対して全数調査されている。

しかし、残念ながら調査対象となった地域が、ど

この市区町村に対応しているかは不明である。し

たがって、その地域がどこであるかについては、

都道府県レベルまでしか分からない。

次節以降の分析では、要介護老人がいる世帯に

限定する。用いる変数は、在宅介護者が親族(同

別居間わず)かホームヘルパーか、世帯員一人当

たり世帯全体の消費、世帯員一人当たり世帯全体

の所得、無業の同居者の有無、自営業世帯(世帯

における自営業者の有無)か否か、性別、年齢、

寝たきりか否か、持ち家の広さ(畳数)、金融資

産、純金融資産、高齢者一人当たり公的ホームヘ

ルパー利用日数である。このうち、所得、金融資

産、純金融資産が所得・貯蓄票によるので、他の

変数よりも有効な標本数が著しく少なくなる。ま

た、高齢者一人当たり公的ホームヘlレバー利用日

数は、老人福祉マップ数値表での都道府県別の数

値である 7)。標本数は所得・貯蓄票を用いない場

合には13，652個、用いる場合には1，304個であ

る。

用いる変数の全標本における記述統計量、在宅

介護者が親族の場合の記述統計量、ホームヘルパ

}の場合の記述統計量が表1にまとめられてい

る。

2.3 推定モデル

被説明変数は在宅介護者が親族(Ji= 0)かホー
ムヘルパ-(Ji=1)かである。説明変数は世帯員

一人当たり消費もしくは所得Gi、無業の同居者

の有無み年齢ム、金融資産または純金融資産只、

持ち家の広さ(畳数)丸、自営業世帯か否か丸、

性別(女性の場合1、男性の場合0)Gi、寝たき

りか否かNi、高齢者一人当たり公的ホームヘル

パー利用日数Hiおよび地域ダミー、年ダミ}で

ある。
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推定式は、

I;=α0+αCGi +α'JJi +α:AAi 
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である。

前節までの議論で、需要要因としては所得が重

要であることが強調された。しかし、所得は所

得・貯蓄票に収められているので、標本数が少な

くなる。その問題点を回避するためにG.iとして

所得の代わりに消費を用いた推定も行う。また、

資産に関しても実物資産のみの場合、実物資産と

金融資産を両方含める場合等、複数の定式化を行

う。また、所得と金融資産に関しては、その水準

を入れた場合と、対数変換した場合の両方を試み

る。

先の議論をこの推定式に当てはめて表してみる

と、経済学的要因によればαc>0，αJく0，αAく0，

αHくO、戦略的遺産動機に基づく場合αFく0，αRく

0、富効果に基づく場合α'F'> 0，α'R > 0である。逆

に非経済学的要因に基づく場合acく 0，αjく 0，αA

く0，αFく0，αRく0，α:H>0である。両者の明確な

相違点は所得に関する部分と公的ホームヘルパー

の利用日数である。本稿での検定すべき仮説はホ

}ムヘルパ}が経済学的要因に基づいているとす

るものなので、帰無仮説としては、

Ho:αcく0，α'H>0 

H1:αc注0，α1f::;0

となる。このとき、帰無仮説H。が棄却されれば、

ホームヘルプサービスが経済学的要因によって基

づいていると推論される。推定方法は、年、地域

による不均一分散を考慮に入れたProbit推定を用

いる。
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表1 記述統計量

平均 標準偏差 最小値 最大値

全標本

在宅介護者 .0142103 .1183488 。
消費 32.74697 121.9001 0.294 1174.824 

消費(対数値) 2.105483 1.098421 -1.224175 7.068873 
所得 202.7867 208.3075 13.72 3612.084 
所得(対数値) 5.091678 .6223952 2.618855 8.19204 

金融資産 804.9686 895.2829 O 3250 
純金融資産 444.1764 1043.025 -2250 3250 
金融資産(対数値) 6.15702 1.238991 3.218876 8.086411 
同居無業者 .4070366 .4913052 。
自営業世帯 目2761747 目4407267 O 

性別 .5835958 .4929803 O 

年齢 80.37884 7.505817 65 113 
寝たきり .7775174 .4159288 O 

持ち家畳数 13.37152 31.2574 O 409.5 
公約ホームヘルパー利用日数 .5361831 .2016406 .16 1.114 
介護者が親族の場合

消費 31目90262 117.9279 0.294 1174.824 
消費(対数値) 2.099177 1.090758 -1.224175 7.068873 
所得 197.0563 159.607 13.72 2280.852 
所得(対数値) 5.084911 .6100883 2.618855 7.732305 
金融資産 803.6195 892.0002 。 3250 
純金融資産 446.7938 1043.284 四2250 3250 
金融資産(対数値) 6.158 1.235687 3.218876 8.086411 
同居無業者 .4114513 .4921205 O 

自営業世帯 .2736756 .4420573 O 

性別 .5812347 目4933751 。
年齢 80.38534 7.515078 65 113 
寝たきり .7778768 415689 。
持ち家畳数 13.33908 31.43259 。 409.5 
介護者がホームヘ1レバーの場合

消費 91.33342 279.0599 .6533334 1174.824 
消費(対数値) 2.54275 1.478896 司.4256678 7.068873 
所得 1027.323 1475.409 120.54 3612.084 
所得(対数値) 6.065476 1.347221 4.791982 8.19204 
金融資産 994.4444 1336.903 O 3250 
純金融資産 97.22222 1003.544 -2250 1000 
金融資産(対数値) 6.013198 1.760918 3.218876 8.086411 
同居無業者 .1325301 .3400921 O 

自営業世帯 1115663 .3118682 O 

性別 .7474227 .4356147 O 

年齢 79.92784 6.835214 65 102 
寝たきり .7525773 .4326309 O 

持ち家畳数 15.62207 14.52559 O 100 

Note: r所得J、「金融資産」、「純金融資産Jを除く項目の全標本での標本数は13，652個、介護者が親族である場合の標本数
は13，461個、介護者がホームヘルパーである標本数は194個である。「所得」、「金融資産」、「純金融資産Jでの全標本にお
ける標本数は1，304個、介護者が親族である場合の標本数は1，295個、介護者がホームヘルパーである標本数は9個である。
「消費J、「所得」、「金融資産」、「純金融資産Jの単位は1992年実質価格での万円。「消費」、「所得」は世帯員一人当たりで
ある。「同居無業者jは15歳以上65歳未満の同居無業者がいる世帯はl、いない世帯は0、「自営業世帯」は世帯に自営業
者がいる場合l、そうでない場合0、「性別」は男性が0、女性が1、「寝たきりJは要介護者が寝たきりの場合しそうでな
い場合はOであるダミー変数である。「持ち家jは持ち家に居住している場合はその畳数、そうでない場合はOなる変数で
ある。「公的ホームヘルパ}利用日数」は高齢者一人当たり平均公的ホームヘルパー利用日数である。



3 推定結果

推定結果は、表2-5にまとめられている。表2

は資産として実物資産(持ち家か否か)のみ、表

3は実物資産と(粗)金融資産、表4は実物資産と

純金融資産、表5は実物資産と(粗)金融資産の対

数値を用いた場合の推定結果である。各表の列は
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Ci.として第1列は消費の水準、第2列は消費の

対数値、第3列は所得の水準、第4列は所得の対

数値をそれぞれ用いた場合の推定結果である。

所得もしくはその代理変数である消費は、ほぼ

全体的に正で有意である。例外は表3、4第1列

の消費水準は正であるが有意でなく、また表5第

1列の消費水準は負であるものの有意でない。つ

表2 推定結果

消費 消費(対数値) 所得 所得(対数値)

消費or所得 .0005186 .0722215 .0019727 .8143924 

(2.95) (2.96) (2.25) (2.76) 

[.00001] [.0019] [.00003] [.0144] 

無業者の有無 -.4847897 ー.4820638 帽.026953 ー.0349997

(-5.34) (-5.36) (骨0.08) (-0.11) 

ト0119] 卜0118] ト0004] ト0006]

自営か否か .3125416 .3197558 ー.022713 .0938902 

(3.23) (3.30) (-0.06) (0.25) 

[.0070] [.0071] 卜0004] [.0016] 

女性 .314189 .3177398 .1929148 .1590593 

(4.31) (4.37) (0.42) (0.37) 

[.0079] [.0080] [.0032] [.0026] 

年齢 .1744451 .1762484 .0111496 -.0185684 

(1.95) (1.98) (0.05) (-0.08) 

[.0046] [.0046] [.0001] ト0003]
年齢2 -.0011063 "・0011154 ー.000091 .000125 

(-1.97) (-2.00) (-0.07) (0.10) 

ト00002] 卜00002] [-1.63E-06] [2.22E-06] 

寝たきりか -.1113118 ー.1111121

否か (-0.99) (-0.99) 

[-.0031] ト0031]

持ち家畳数 ー.0099047 -.0100745 ー.0191742 -.016876 

(-6.04) (-6.18) (-3.29) (・2.88)

ト0001] 卜0001] [-1.42E・05] [-1.60E-05] 

公的ホームヘルパー .1454256 .1561487 -5.990672 -6.74101 

(0.26) (0.28) (-1.37) (-1.38) 

[.0023] [.0024] 卜00004] 卜00006]

定数項 -8.513482 -8.747602 -7.301831 -10.53917 

(-2.38) (-2.47) (-1.22) (-1.16) 

疑似R2 0.1032 0.1027 0.2799 0.2115 

標本数 13652 13652 1304 1304 

Note: r寝たきりか否かJが第3、4列に含まれていないのは、標本数が少なく在宅介護者としてホームヘルパーを選択して
いる家計の聞での変化がないために説明変数が省かれていることによる。実際、在宅介護者としてホームヘルパーを選択

している家計は全て、寝たきりである。第3、 4列で標本数が減少するのは、所得が所得・貯蓄票~:基づいているためによ

る。推定には、都道府県ダミーと年ダミーが加えられている。推定方法は、年、地域による不均一分散を考慮に入れた

Probit推定である。表lのNoteを参照。
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表3 推定結果

消費 消費(対数値) 所得 所得(対数値)

消費or所得 .0006293 .14024 .0044697 l.598164 

(l.42) (2.30) (2.70) (4.25) 

[.00001] [.0029] [4.82E-06] [.0071] 

無業者の有無 へ5705311 -.547057 .2458588 .3938484 

(-2.52) (-2.36) (0.59) (1.01) 

卜0122] [-.0107] [.0002] [.0017] 

自営か否か .2950111 3015005 ー.1634101 .目042625

(1.13) (1.13) (-0.38) (-0.10) 

[.0058] [.0054] 卜0001] 卜0001]

女性 .3799111 3924195 .3590367 .2616497 

(l.86) (1.88) (0.82) (0.59) 

[.0081] [.0077] [.0003] [.0010] 

年齢 .0199993 .0185889 ー.1902828 ー.3291454

(0.12) (0.11) (-0.74) (-l.32) 

[.0004] [.0003] 卜0002] 卜0014]

年齢2 '・0001238 -.0001144 .001202 .0021069 

(-0.12) (・0.10) (0.76) (l.40) 

1・2.80E-06] [-2.37E・06] [l.30E-06] [9.40E-06] 

寝たきりか ー.1073298 ー.1044808

否か (・0.38) (・0.36)

ト0026] ト0023]

持ち家畳数 -.0067684 ー.0072388 0124244 へ0131185

(-l.63) (-l.70) (-l.75) (幽l.89)

1・l.34E-04] [-9.98E・05] [-2.83E-07] [-7.74E田07]

金融資産 -.0001591 ぺ0001881 ぺ0013695 ー.0009246

(-l.01) (-1.17) (-2.28) (ー3.63)

1・3.60E-06] [-3.90E・06] [-l.48E-06] [-4.13E・06]
公的ホームヘルパー -l.658905 ー1.883943 -9.171412 -10.087 

(-0.75) (-0.84) (-l.97) (-l.88) 

ト0003] 卜0002] 1・2.09E・06] [-5.95E-06] 

定数項 -7.674132 -8.14359 -.4981555 -3.162837 

(・2.50) (-2.53) (-0.26) (-0.32) 

疑似R2 0.1586 0.1688 0.4085 0.3214 

標本数 1934 1934 1273 1273 

Note:標本数が表2と比較して減少するのは、「金融資産」が所得・貯蓄票に基づいていることによる。表2のNoteを参照。

まり、帰無仮説であるαcくOは全ての場合で棄却 費水準が 1%上がると 0.19%-0.29 %ホームヘ

される。むしろ、消費(対数値)や所得で、はαc ルパーの利用率は高まる。また、第4列では所得

が、正で有意であることを積極的に評価すべきで 水準が1%上がると 0.03%-1.4%ホームヘルパ

あろう。また、消費はあくまでも所得の代理変数 ーの利用率は高まる。但しマージナル効果は、変

であることも考え併せると、この推定結果はホー 数を平均値で評価しているので、ここで、扱ってい

ムヘルプサ}ピスが経済学的要因に基づいている る問題のように所得(消費)の分散が大きい場合

とする強い証拠であると理解すべきであろう。マ には、評価の方法として適切ではない。そこで、

}ジナル効果でその影響を測ると、第2列では消 所得(消費)を除く他の変数を平均値で評価しな



在宅介護者の選択に関する意思決定 79 

表4 推定結果

消費or所得

無業者の有無

自営か否か

女性

年齢

年齢日

寝たきりか

否か

消費

.0007037 

(l.57) 

[.00001] 

司.5890319

(圃2.38)

[ー.0097]

.359198 

(1.29) 

[.0053] 

.4559019 

(2.04) 

[.0074] 

-.0582994 

(-0.33) 

[.0010] 

.0003735 

(0.34) 

[6.47E-06] 

.1361206 

(0.38) 

消費(対数値)

.1513221 

(2.44) 

[.0024] 

ヘ5692641

(・2.25)

卜0088]

.3724111 

(l.32) 

[.0051] 

.4823032 

(2.11) 

[.0073] 

ー.0609629

(-0.35) 

ト0009]

.0003872 

(0.35) 

[6.28E-06] 

.1593474 

(0.43) 

所得

.0023206 

(l.84) 

[.00002] 

-.0098612 

(ー0.02)

ト0001]

'・0665567

(ー0.17)

ト0007]

.3215356 

(0.85) 

[.0031] 

-.1213127 

(-0.52) 

ト0012]

.0007672 

(0.54) 

[8.17E-06] 

所得(対数値)

l.037524 

位.93)

[.0109] 

.0752767 

(0.21) 

[.0007] 

.0318982 

(0.08) 

[.0003] 

.3063542 

(0.83) 

[.0029] 

・.2344297

(-0.95) 

1・0024]
.0014949 

(l.02) 

[.00001] 

[.0021] [.0022] 

持ち家畳数

純金融資産

公的ホームヘルパー

定数項

疑似R2

標本数

Note:表3のNoteを参照。

-.0062345 

(・l.25)

ト8.79E-05]

-.0002624 

(-2.55) 

[-4.54E-06] 

・l.381263

(・0.59)

卜0001]

司4.872316

(-0.70) 

0.1854 

1771 

がら、所得(消費)を広く変化させた場合のホー

ムヘルパー利用率を示したのが図l、2である。

図1は表2の第1列(実線)、 3列(点線)に基

づいて、また、図 2は表2の第 2列(実線)、 4

列(点線)に基づいて、ホームヘルパーを利用す

る確率を図示したものである。図1では消費・所

得を Oから4000万円まで動かしており、図 2で

はその対数値の範囲で動かしている。図1による

ー.007043

(-l.44) 

ト8.53E・05]

-.000273 

(-2.66) 

1・4.42E-06]
・l.722256

(・0.72)

卜0002]

・5.141808

(-0.44) 

0.1962 

1771 

ー.019452

(-3.01) 

[-3.86E-06] 

-.0003738 

(ー2.27)

[-3.98E・06]

-9.418861 

(-l.97) 

卜00001]

-2.6377 

(-0.28) 

0.3404 

1202 

-.0192135 

(-2.74) 

[-7.10E・06]

-.0004381 

(-2.72) 

1・4.62E-06]
-10.31708 

(司2.08)

卜00003]

・3.676884

(-0.22) 

0.2900 

1202 

と、 700万円まではほぼ同じ水準であるが、その

後は所得を用いた推定結果(点線)の方が消費を

用いた推定結果(実線)を大きく凌ぎ4000万円

の水準ではそれぞれ約95%、45%にまで達して

いる o図2ではその違いはもっと極端であり、

4000万円に対応する8.29では約32%、4%であ

る。実線と点線の違いは、標本の違いや消費と所

得の変化の範囲の違いによる。
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表5 推定結果

消費 消費(対数値) 所得 所得(対数値)

消費or所得 ー.0002679 1857927 .004597 2.275819 

(-0.45) (2.29) (2.59) (4.36) 

[-3.49E-06] [.0020] [1.09E・06] [.0003] 

無業者の有無 -.7384998 -.6974323 -.2578711 .045897 

(-2.58) (・2.40) (-0.53) (0.08) 

ト0096] 卜0075] 卜00006] [6.77E・06]

自営か否か .4360515 .4540583 .7449432 .7745621 

(1.43) (1.50) (1.61) (1.56) 

[.0046] [.0040] [.0001] [.0001] 

女性 .615166 目7181944 1.311222 1.195516 

(2.46) (2.74) (2.51) (2.21) 

[.0073] [.0072] [.0003] [.0002] 

年齢 .232341 .2314521 .1720952 ー.3456656

(0.95) (0.94) (0.51) (-0.89) 

[.0030] [.0025] [.00004] ト00005]
年齢Z -.0014491 ー.0014441 ー.001551 .0017047 

(・0.94) (・0.93) (-0.69) (0.69) 

ト00001] 卜00001] [-3.67E-07] [2.54E-07] 

寝たきりか .1377033 .1311056 

否か (0.37) (0.35) 

[.0015] [.0012] 

持ち家畳数 へ0018689 ー.0025986 ー.0037168 ー.0029805

(-1.18) (-2.45) (・1.03) (司2.50)

1・6.43E・07] [-6.13E-07] [-2.57E-09] ト1.55E-09]

金融資産 -.2375132 ー.2485623 ー.7720584 ー.9468701

(対数値) (-2.44) (-2.61) (・3.64) (・3.79)

ト0030] ト0027] 卜0001] ト0001]

公的ホームヘルパー -1.372246 同1.73664 -4.764296 国7.960606

(-0.55) (-0.68) (-1.19) ( -1.55) 

ト0004] 卜0004] [-3.29E・06] [-4.15E-06] 

定数項 -15.26526 ー15.93276 -8.65997 目6985899

(・1.61) (・1.21) (-1.45) (0.04) 

疑似R2 0.1986 0.2193 0.5482 0.5236 

標本数 1934 1934 1273 1273 

Note:表3のNoteを参照。

資産に関しては実物資産(持ち家畳数)は、若 資産の両方が負で有意である。また、その例外的

干の例外(表4の第12列、歩表5の第3列)を な場合においても、いずれか一方が負で有意であ

除く全てで負で有意である。また、その例外的な る。仮説に立ち返ってこの結果を評価してみると、

場合においても、係数自身は負である。さらに表 ホームヘルプサービス需要における富効果は明確

3の第 1、2列を除く全てで金融資産の係数が負 に否定される。しかし、経済学的要因である戦略

で有意である。また、その例外的な場合において 的遺産動機か非経済学的要因における割り当てか

も、係数自身は負である。いずれにしても、若干 を区別することはできない。

の例外があるものの多くの場合で実物資産と金融 Ohtake (1991)の結果では、同居率は資産、所



得の両方から正の影響を受けていた。本稿での結

果は、資産に関しては同じであるが、所得に関し

ては逆である。これは、 Ohtake(1991)が問題に

しているのがあくまでも同居で、あって介護でない

という違い、また、所得が本稿では老人を含む同

居世帯全体での(世帯員一人当たり)所得である

のに対して、 Ohtake(1991)は老人のみの所得で

あるという違いに起因していると思われる。

同居無業者の存在に関しては、全ての表でC'i

として消費を用いている第l、2列では負で有意

であるが、逆に全ての表で所得を用いる場合には

有意でない。ここで消費を用いた場合の推定結果

は、非経済学的要因と整合的であることはいうま

でもないが、仮説の節で強調したように必ずしも

経済学的要因とも矛盾するものではない。また、

所得を用いた場合には有意でないことを考え併せ

ると、同居無業者の存在は経済学的要因によるホ

ームヘルパ}利用という検定仮説と必ずしも矛盾

しない。 Yashiro，Ii and Terasaki (1996)では60歳

未満既婚女性の就業における推定によると、家族

内に要介護者がいる場合には有意に就業確率を低

めるという結果を得ているが、ここでの結果は因

果関係としては逆の方向を見ているが、整合的で

あるといえよう。なお、同居無業者の有無を15

歳以上60歳未満の同居者の有無とその就業の有

無とを同時に見たものであるが、後者の条件をゆ

図1 消費・所得の変化による小ーム

ヘルパーを介護者とする確率
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るめて、つまり就業の有無は問わずに15歳以上

60歳未満の同居者の有無としても推定結果の合

意には全く影響しない。

自営業世帯か否かは、表2の第1、2列でのみ

正で有意であるが、表2第3、4列あるいは表3

~5 では有意でない。表 2 第 1 、 2 列での結果は、

自営業世帯は介護に欠けると判断されにくいとい

う非経済学的要因と整合的でない。逆に、それ以

前の問題として自営業における所得捕捉率の低

さ、あるは「経費の所得化」によってG.iとして

用いられている消費(所得)では把握されない支

払い能力を反映しているとも考えられる。また、

次に見る年齢に関しても同様であるが、表2第3、

4 列あるいは表 3~5 では有意でないのは、基本

的には標本数、それも在宅介護者としてホームヘ

ルプサービスを利用している家計の標本数が不足

しているためであると考えられる。

年齢及びその二次項についても自営業世帯の場

合と向様に、表2の第七 2列でのみ有意に凹型

であるが、表 2 第 3 、 4 列あるいは表 3~5 では

有意でない。表2第1、2列によると、 87、88

歳まではホームヘルパーの利用率は高まるが、そ

れ以上になると減少する。年齢に関して凹型とな

ることの解釈は難しいが、平均年齢が約80歳で

あることを考えるとこの標本における過半数の要

介護者ではホームヘルパーの利用率は高まってい

図2 消費・所得(対数鑑)の変化による

ホームヘルパーを介護者とする確率
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るが、その増加率は逓減しているということにな

ろう。しかし、他の場合には有意でないので、年

齢と在宅介護者の選択における安定的な関係があ

るとは言えない。

また、寝たきりか否かは全ての場合で有意でな

い。年齢の結果とも考え併せると、要介護の程度

を表していると考えられる変数が有意でないこと

は少なくとも非経済学的要因と整合的な結果は得

られていないことだけは確かである。

最後に、高齢者一人当たり公的ホームヘルパ一

利用日数は、ほとんどの推定で有意、でない。むし

ろ、負で有意な場合も散見される(表3、4の第

3、4列)。また、表2の第1、2列を除いて、

係数自身も負である。したがって、高齢者一人当

たりホームヘルパー利用日数は、主たる介護者の

決定になんらの影響も及ぼしていないと結論づけ

られる。また、係数が負であることから、公的ホ

ームヘルパーの供給要因というよりもむしろ、公

的部門と民間部門の代替性を反映していることが

示唆されるが、多くの場合では有意でないので確

定的なことは言えない。いずれにしても帰無仮説

は明確に棄却されるので、ホ}ムヘルプサービス

需要が経済学的要因に基づいていると推論でき

る。

まとめると非経済学的要因に基づいていると考

えられる証拠は乏しい。逆に経済学的要因に基づ

いていると考えるかなり頑健な結果を得た。した

がって、ここでのホ}ムヘルプサービスが私的な

ものであると結論づけられる。

4 公的介護保険に関する若干のシミュレ

ーンョン

ここで公的介護保険が(私的)ホームヘルプサ

ービスもカバーされる場合に、私的ホ}ムヘルパ

ーの利用がどの程度増加するかについて若干のシ

ミュレーションを行う。

ところで、ホ}ムヘルフ。サービスに関する公的

介護保険は、その利用においでかかる費用の一部

補助という形を取る。したがって、それは需要す

る家計にとっては価格の低下という効果を持つ。

しかし、前節までの分析では価格という要素は含

まれていないので、価格の低下という側面を直接

的に扱うことはできない。そこで代替的な方法と

して、価格に対する補助ではなく所得に対する補

助として扱うこととする。つまり、保険の支払い

分だけ所得補助があったと考えることにする。

さて、その価格であるが、和泉(1995)や長寿

社会開発センター(1993)の調査から私的ホ}ム

ヘルフ。サービスの費用は月額で26.7万円と推測

される 8)。公的介護保険のシミュレーションの仮

想例として本人負担分がl割のケース 1(月額

24.03万円年額288.36万円)、 3割のケース 2

(月額18.69万円年額224.28万円)、 5割のケース

3 (月額13.35万円年額160.2万円)の3通りを

想定する。つまり、例えばケース 1では消費ある

いは所得以外の変数は平均値で固定し、消費ある

いは所得にケース 1では288.36万円、ケース 2

では224.28万円、ケース 3では160.2万円の補助

があった場合のホームヘルプサービス需要を計算

する。

図3、4は図1、2と同じ係数を用いながらケ

ース 1でのホームヘルパー利用率を計算し、それ

の図1、2からの誰離を図示している。同様に図

5、6はケース 2の場合、図7、8はケース 3の

場合を図示している。それらによると全体的な特

徴として、所得の水準を用いての推定結果に基づ

くシミュレーション(図3、5、7の点線)では、

約2200万円で最も利用率が高まる。また、所得

の対数値を用いての推定結果に基づくシミュレー

ション(図4、6、8の点線)では約6.5がピー

クである。他方、消費の水準を用いての推定結果

に基づくシミュレーション(図 3、5、7の実線)

では単調増加であるが、逆に消費の対数値を用い

ての推定結果に基づくシミュレーション(図4、

6、8の実線)では単調減少である。

全体的なホームヘルフ。サービス需要の変化は図

3-8での変化を消費あるいは所得の分布に関し

て積分しなければならない。その積分した結果が、

表6にまとめられている。これによるともちろん
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所得(対数値)

0.6901 

0.6896 

0.5311 

1.51750 

1.27450 

1.03980 

所得

0.6901 

0.7024 

0.5658 

0.74610 

0.72100 

0.69150 

シミュレーション結果

消費(対数値)

1.4210 

1.4193 

0.8732 

1.62180 

1.40520 

1.22050 

表6

消費

1.4210 

1.4186 

1.5061 

2.15030 

1.98980 

1.83990 

観測値

推定値(平均値)

推定値(積分値)

ケース1

ケース2

ケ}ス3

Note:観測値は推定に用いた標本におけるホームヘルパーの利用率、推定値(平均値)は表2の推定結果に基づいて全ての

変数を平均値で評価した場合の予測値、推定値(積分値)は消費、所得以外の変数は平均値で評価しながらも消費、所得

は実際の分布に基づいて積分した場合の予測値である。推定(平均値)と推定値(積分値)の違いは、推定モデルの非糠

形性によるもので、推定値(積分値)と観測値が大きく異なるのは消費、所得以外の変数を平均値で評価していることに

よる。ケースlは本人負担額l割、ケース2は本人負担額3割、ケース3は本人負担額5割とした場合、消費・所得別でのホ

ームヘルプサービス需要の増加を求め、それを消費、所得の実際の分布上で積分して全体的なホ}ムヘルプサーピス需要

の増加を求めたものである。したがって、ケース1-3のシミュレーションの結果は、推定値(積分値)と比較しなければ

ならない。

本稿では、国民生活基礎調査基本調査の個票に

基づいて在宅における要介護者の介護者を親族が

行うか、ホームヘルパーが行うかという分析を通

じて、そのホ}ムヘルフ。サービスの利用は通常の

財・サービスと同じ意味での需要要因に基づいて

おり、行政による福祉サービスの割り当てとして

のホームヘルプサービスでは無いことが明らかに

された。また、マージナル効果でその影響を測る

と、所得水準が1%上がると 0.03-1.4%ホーム

ヘルパーの利用率は高まる。また、所得の代理変

数として消費を用いた推定では、消費水準が1%

上がると 0.19-0.29%ホームヘルパーの利用率

は高まる。

さらに、公的介護保険でこうした私的ホームヘ

ルプサービスに対しても適用されると仮定して、

その需要に対する影響を簡単に分析した。その結

果、自己負担1割のケースではホームヘルプサー

ビス需要が2.8-1.2倍に増える。また、自己負

担5割のケースでも1.95-1.14倍となる。

ここで、本稿で得られた結果に対する留意点を

少し議論しておこう。第1に、本稿では分析の対

象としたホームヘルプサ}ピスは私的であるとい

う結論に達したが、これは必ずしも行政による福

祉サービスが、供給制約による割り当てが行われ

ているのではなく、経済学的要因に基づいてサ}

ピスが供給されているという見方を否定するもの

ではない。もちろん、その可能性は低いと思われ

るが、本稿で分析したのはあくまでもホームヘル

プサービスの需要が経済学的要因に基づいている

ということだけで、その供給者が公的部門である

か民間部門であるかを直接的に扱ったわけではな

ケース 1ではホームヘルプサーピス需要が最大で

2.8倍(所得(対数値)を用いての推定結果に基

づいた場合)、最小でも1.2倍(所得(対数値)

を用いての推定結果に基づいた場合)となる。ケ

ース 2では、 2.4-1.17倍、ケース 3でも1.95-

1.14倍となる。 9)

おわりに5 

第2に、本稿での分析が冒頭で述べた「ルーカ

ス批判」を克服しているか否かは疑問が残る。通

常、「ルーカス批判」を克服するには、家計の効

用関数と政策パラメーターを分離して定式化し、

推定を行うことが必要である。ここでの分析は陰

伏的には行っていると考えられるが、行政による

福祉サービスにおける供給という政策パラメータ

}を明示的に考慮に入れたモデル分析も必要であ

ろう。



第3に、第5節での公的介護保険に関するシミ

ュレーションはあくまで私的ホームヘルプサービ

スの利用に対してのみ分析しており、公的ホ}ム

ヘルプサービスをはじめ、親族を介護者とする在

宅介護を支援するための行政による福祉サ}ピス

の供給量は(要介護者一人当たりで)不変である

と仮定している。もしこれが充実するのであれば、

逆に私的ホームヘルプサービスへの需要を減殺す

る要因として働くであろう。

第4に本稿の分析はホームヘルプサービスの需

要側のみを分析したもので、供給側、つまり私的

ホ}ムヘルプサービスの担い手に関しては分析を

行っていない。言い換えるならば、価格が保たれ

るように需要の増加とともに供給も増加すると暗

黙的に仮定している。この仮定が妥当であるかど

うかについては疑問が残ろう。もし、それ以上に

供給側が増加するならば、市場メカニズムを通じ

て価格が低下し本稿での分析以上に私的ホームヘ

ルパ}の利用が伸びるであろう。逆に供給側の増

加が十分でなければ価格が上昇し私的ホームヘル

ノ'{-の利用は本稿で、の分析以下に抑制される。

最後に、本稿での分析で残された課題をまとめ

ておこう。その中で最も重要であると思われるの

が、やはり価格の情報である。上の留意点でも述

べたように、私的ホ}ムヘルプサービスが市場メ

カニズムに支配されている以上、価格は非常に重

要な要素であることは言うまでもない。また、価

格の情報が利用できるようになったとして、次は

識別条件のために供給側の情報(登録人数、サー

ビス形態等)が必要になる。さらに、行政による

情報収集、提供や規制、補助の有無といった政策

パラメーターに関する情報も政策との関わりを議

論する上で重要となるであろ。

注

※本稿は「社会保障の経済分析研究会J(代表:跡田直
澄大阪大学教授)における研究成果の一環である。同

研究会のメンバ}との活発な議論が本稿を作成するの

に非常に有益で、あったことを感謝する。言うまでもな
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く本稿は著者の個人的な意見であり、研究会全体とし

ての意見ではない。また、住友生命総合研究所、長寿

社会開発センター、兵庫県生活文化部には貴重な調査

報告書をお借りした。ここに記して感謝する。最後に、

松本和子さんから研究補助を頂いたことを感謝する。

1)国民生活基礎調査における介護者の種別は、介護時間

やその重要性を客観的に評価して判断されているので

はなく、記入者である家計が主観的に判断していると

考えるべきである。したがって、記入にあたって広い

意味での体面を気にするならば、実際にはホームヘル

プサービスを積極的に利用しているにも関わらず介護

者を親族とするバイアスが含まれていると考えられ

る。また、介護時間の情報が利用できないことにより、

例えば、日中の11時間ホームヘルプサ}ピスを利用

していたとしても、残りの13時間親族が介護してい

る場合、親族を主たる介護者であると判断する可能性

もある。つまり、ホ}ムヘルプサービスが非常に重要

な役割を担っているにも関わらず、統計上は現れてこ

ない。このような意味で、以下の分析でのホームヘル

パーを介護者とする比率は、その下限を意味している

ことに留意しなければならない。この点に関するより

詳細な調査の必要性がある。

2)老人介護に関する経済学的分析は乏しいが、医療経済

研究機構(1996)や中馬・山田・安川(1993)はその先

駆的な研究である。また、老人介護そのものではない

が、密接に関連している同別居まで広げると経済学的

分析は多くなり、代表的なものにBernheim，Shleifer 

and Summers(l985)， Kotlikoff and Spivak (1981) ， 

Kotlikoff and Morris (1988)， Michael， Fuchs and Scott 

(1980)、日本の分析にOhtake(1991)， Yashiro，Ii and 

Terasaki (1996)がある。その他にも社会学的なアブロ

}チにおいて老人介護あるいは介護保険を扱った研

究・調査は枚挙に暇がない。最近の例に限って若干で

はあるがサーベイしておく。特に数多くある現在の老

人介護の実態を調査している研究に、雇用職業総合研

究所・住友生命総合研究所(1989a，b)、長寿社会開発

センター(1993)、兵庫県生活文化部(1991)、松田・

西村(1993)、平野(1995)、和泉(1995)、山口(1990)、

高野(1993)、伊藤(1993)、高野(1993)、塚原(1996)

がある。また、公的介護保険に関連した調査・研究と

して本沢(1994)、赤木(1994)、一園(1991)、野口

(1985)、高橋(1992)がある。

3)厳密にいえば、親族とホームヘルパー以外にも介護者

は存在しうる。例えば友人やボランテイアがそれに相

当するが、第一に彼らが介護において重要な役割を担

っているものの主たる介護者となることはまれである

と予想されること、第二にそしてこちらの方が重大で

あるが国民生活基礎調査ではそのような回答項目を設
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定していない為に本稿ではあえて無視せざるを得な

い。また、その影響は最小限であると予想される。し

かし、そうした友人、ボランテイアといった非親族、

非経済的目的であると一般的に考えられる人々の行動

に関しては、利他主義の分析という視点から、依然と

して興味深い課題には間違いないので、今後の研究が

待たれる。また、本稿での分析におけるホームヘルパ

ーは特に私的なホームヘルパーに関してその資格を問

うてはいないので、また自署式なので、資格の有無に

関わらずホームヘルプサーピスを提供するものがホー

ムヘルパーであると定義されていると理解すべきであ

ろう。

4)残念ながら'86、'89、'92での地域(都道府県)別の私

的ホームヘルプサーピスの価格に関する情報は利用で

きていない。したがって、重要な経済学的要因であり

ながら価格を明示的に分析に入れることはできない。

あるふは、価格は一定であるという仮定の下に以下の

分析を行っている。

5) この議論の基礎にある経済学理論は非常に一般的な需

要関数の理論であり、また紙幅の制約もあるので、あ

えてここでその導出は行わない。導出に関しては通常

のミクロ経済学の教科書(例えばVarian(1992))を参

照されたい。

6)厳密に言えば、以下の分析で用いるデータには世帯全

体の資産(持ち家、金融資産、負債)は分かるが、そ

れが世帯の誰の所有であるかについての区分はできな

い。戦略的遺産動機はそれが要介護老人の所有である

と前提しており、逆に要介護者の同居親族の所有であ

れば戦略的遺産動機は生じない。

7)残念ながら老人福祉マップ数値表は、 '89、'92におけ

る実績は利用できるものの、 '86の実績は利用できな

い。そこで、ホームヘルプサーピスに関しては、社会

福祉行政業務報告から派遣世帯数が分かるので、 '88

老人福祉マップにある年間延べ利用人数と派遣世帯数

との比率(つまり、同一世帯が何回利用しているか)

をもとめ、その比率を'86社会福祉行政業務報告での

派遣世帯数に乗じて求めている。その他にも'86実績

として'88実績そのものを使った場合、 Oとした場合、

あるいは'86のデータを用いなかった場合等を試した

が、意味的には大きな相違はなかった。

8)里見(1993)によると公的なホームヘルパーの手当へ

の国庫補助基準額は'92年で26.5万円、 '93年で27.0万

円であるので、ここでの26.7万円という数値は非常

に妥当であると言えよう。

9) もちろんここでのシミュレーションは、供給側を無視

している。言い換えるならば、ホームヘルプサービス

の市場は完全競争的で供給曲嫌が水平であることを想

定している。もし、ホームヘルパーの担い手の質が重
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要であったり、また、民間ホームヘルプサービスの供

給においても入手不足が顕著で、あったりすれば、供給

曲線は右上がりになるので、公的介護保険によって需

要が増加したとしても、その一部は価格の上昇によっ

て相殺される。したがって、その場合はホームヘルプ

サービスの需要は表6での計算以下になる。
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投稿論文

Who Takes Care of the Cared Elderly? 

-Demand Analysis for Private Home Helper Services一

Yasushi Ohkusa， Ph. D.* 

This paper tries to deterrnine who takes care of the cared elderly at their home， i.e. a family member or 

home helper， by using Basic Survey on the Life of the People from 1986， 1989 and 1992. It finds that the 

cared elderly and/or their family demand home helpers as normal goods in an economical sense， and clearly 

denies the view point of rationing in public services by local governments. Its marginal effect of income 

means that demand for home helpers incrreases 0.03% to 1.4% with a 1% increase in income level. 

Assurning that Social Insurance of Long Term Care for the Elderly covers this kind of home services and that 

users pay 10% of the total cost， demand for home helpers is 1.2 -2.8 t卸leslarger than without such a 

insurance system by using numerical simulation. Even in the case where users pay 50%， the demand is 1.14 

-1.95 times 
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